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こども・子育て支援会議 教育・保育部会 名簿 

 

氏  名 役  職  名 備 考 

市 田 守 男 学校法人森岡学園理事長 （住の江幼稚園） 幼稚園・保育所関係者 

片 上 星 太 郎 学校法人片上学園理事長、認定こども園万代幼稚園園長 支援会議委員 

倉 光 愼 二 社会福祉法人育徳園 育徳園保育所所長 幼稚園・保育所関係者 

近 藤  遒 一般社団法人大阪市私立保育園連盟会長 支援会議委員 

辰 巳 正 信 一般社団法人大阪市私立幼稚園連合会会長 支援会議委員 

福 田 公 教 関西大学人間健康学部准教授 支援会議委員 

農 野 寛 治 大阪大谷大学人間社会学部教授 専門委員 

本 田 久 美 子 社会福祉法人大阪新生福祉会 新生保育園園長 幼稚園・保育所関係者 

 

資料１ 
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こども・子育て支援会議条例（大阪市条例第６号） 

 

（設置） 

第１条  子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第77条第１項及び

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成18年法

律第77号)第25条の合議制の機関として、本市にこども・子育て支援会議（以下「支援会議」

という。）を置く。 

（組織） 

第２条  支援会議は、委員25人以内で組織する。 

２  支援会議の委員は、保護者（法第６条第２項に規定する保護者をいう。）、事業主を代表

する者、労働者を代表する者、法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援（以下「子ど

も・子育て支援」という。）に関する事業に従事する者、子ども・子育て支援に関し学識経験

のある者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

（任期） 

第３条  支援会議の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２  支援会議の委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条  支援会議に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、支援会議を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（専門委員） 

第５条  専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、支援会議に専門委員を置くこ

とができる。 

２  専門委員は、学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱す

る。 

３  専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解嘱されるものとす

る。 

（部会） 

第６条  支援会議は、必要に応じて部会を置くことができる。 

２  部会は、会長が指名する委員及び専門委員で組織する。 

３  部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選によりこれを定める。 

４  部会長は、部会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

５  部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第７条  支援会議の会議は、会長が招集する。 

２  支援会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３  支援会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 

（関係者の出席） 
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第８条  支援会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見を聞くこと

ができる。 

（部会の運営） 

第９条  前２条の規定は、部会の会議及び議事について準用する。この場合において、これ

らの規定中「支援会議」とあるのは「部会」と、第７条第１項及び第３項中「会長」とあるのは

「部会長」と、同条第２項中「委員」とあるのは「当該部会に属する委員」と読み替えるものと

する。 

（施行の細目） 

第10条  この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

 

附 則 (平成26年9月22日条例第97号、平成27年4月1日施行、告示第136号) 

１ この条例の施行期日は、市長が定める。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。  

２ こども・子育て支援会議は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法律（平成24年法律第66号。以下「改正法」という。）によ

る改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号）第25条に規定する事項（改正法附則第9条の規定により改正法

の施行の日前においても行うことができる行為に関する事項に限る。）について、この条例

の施行の日前においても、この条例による改正後のこども・子育て支援会議条例の規定の

例により、調査審議することができる。 

 

 

 

こども・子育て支援会議条例施行規則（大阪市規則第20号） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、こども・子育て支援会議条例（平成25年大阪市条例第６号）の施行に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（庶務） 

第２条 こども・子育て支援会議（以下「支援会議」という。）の庶務は、こども青少年局において処

理する。 

（委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、支援会議の運営に関し必要な事項は、支援会議の会長が定め

る。 

 

附 則 

この規則は、平成 25年４月１日から施行する。 

 



 

４ 
 

 

こども・子育て支援会議 運営要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、こども・子育て支援会議条例施行規則（平成25年大阪市規則第20号。

以下「市規則」という。）第3条の規定に基づき、こども・子育て支援会議（以下「支援

会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。  

（部会の設置）  

第２条 支援会議には、こども・子育て支援会議条例第６条第１項の規定により、別表に掲

げる部会を置くものとする。  

（雑則）  

第３条 この要綱に定めるもののほか、支援会議の運営に必要な事項は、会長が定める。  

 

附 則  

この要綱は、平成26年1月27日から施行する。  

この要綱は、平成26年9月22日から施行する。  

この要綱は、平成27年6月5日から施行する。 

この要綱は、平成28年3月28日から施行する。 

この要綱は、平成28年5月27日から施行する。 

 

別表 

名 称 所 掌 事 項 

教育・保育部会  子ども・子育て支援法に基づき策定する、本市の子ども・子育て支

援事業計画に係る、教育・保育の量の見込み及び教育・保育の提供

体制の確保などに関すること  

放課後事業部会  本市における放課後事業の実施方針や運営基準などに関すること及

び総合的な放課後における児童の学びの場、遊びの場などに関する

こと  

認可・確認部会  ① 子ども・子育て支援法に基づき本市が行う施設・事業の確認

に関すること  

② 就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（改正認定こども園法）に基づき本市が行う幼保

連携型認定こども園の認可等に関すること  

 第１部会  上記①、及び②の所掌事務のうち幼保連携型認定こども園の認

可等に関する意見聴取に関すること 

第２部会  上記②の所掌事務のうち、幼保連携型認定こども園の認可等に

関し、設置・運営法人の選定に関すること 

第３部会 上記②の所掌事務のうち、幼保連携型認定こども園の認可等に

関し、設置・運営法人の選定に関すること 

ひとり親家庭等自

立支援部会 

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき策定する、本市のひとり親家

庭等自立促進計画に関すること、その他ひとり親家庭等施策に関するこ

と 

教育・保育施設等

事故検証部会 

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業、地域子ども・子育て支援事

業、認可外保育施設及び認可外の居宅訪問型保育事業で発生した死

亡事故等の重大な事故についての検証及び再発防止策に関すること 

 



5 
 

こども・子育て支援会議 教育・保育部会について 

 

 

（１）設置の趣旨 

教育・保育施設（幼稚園、認定こども園、保育所）等に関する地域の実情を踏まえ、

専門的な立場から検討を行うため、「教育・保育部会」を設置する 

 

（２）所掌事項 

子ども・子育て支援法に基づき策定する、本市の子ども・子育て支援事業計画に係

る、教育・保育の量の見込み及び教育・保育の提供体制の確保などに関すること 

 

（３）メンバー構成 

教育・保育施設関係者、学識経験者により構成 

 

（４）開催頻度及び開催時期 

６月初め、８月末～９月初め、年度末の３回を基本とする 

①６月初め・・・待機児童の報告、年度初めの状況報告 

②８月末～９月初め・・・事業計画の進捗状況報告、課題や今後の方向性の議論 

③年度末・・・次年度予算の報告、次年度に引き継ぐ課題の整理 

部会で検討された内容は、９月末、３月末に開催するこども・子育て支援会議へ報告

を行い、必要に応じて会議にて審議 
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 審議会等の設置及び運営に関する指針 （抄） 

 

第７ 会議の公開  

１ 会議の公開基準  

審議会等の会議は、次のいずれかに該当する場合を除き、公開するものとする。  

(1) 会議において次のいずれかに該当する情報を取り扱う場合  

ア 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情

報に含まれる氏名、生年月日その他の情報により特定の個人を識別することができるもの（他

の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）

又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害

するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。  

(ｱ) 法令若しくは条例の規定により又は慣行として公にされ、又は公にされることが予定さ

れている情報  

(ｲ) 人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認

められる情報  

(ｳ) 当該個人が公務員等（行政機関の保有する情報の公開に関する法律(平成11年法律第42

号)第５条第1号ハに規定する公務員等並びに大阪市住宅供給公社、大阪市道路公社及び大阪

市土地開発公社（以下「住宅供給公社等」という。）の役員及び職員をいう。）である場合

において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務

員等の職及び当該職務の遂行の内容に係る部分  

イ 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関する情報

又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は

当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの。ただし、人の生

命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

を除く。  

ウ 市長その他の執行機関の要請を受けて、公にしないとの条件で個人又は法人等から任意に

提供された情報であって、当該個人又は法人等における通例として公にしないこととされてい

るものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であ

ると認められるもの。ただし、人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にす

ることが必要であると認められる情報を除く。  

エ 公にすることにより、本市の機関等並びに国及び他の地方公共団体の内部若しくは相互間

における率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民

の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすお

それがあると認められる情報  

オ 市長その他の執行機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報

であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事
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務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの  

(ｱ) 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ  

(ｲ) 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、本市又は国若しくは他の地方公共団体の財産上

の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ  

(ｳ) 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ  

(ｴ) 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ  

(ｵ) 本市が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ  

カ 公にすることにより、人の生命、身体、財産又は社会的な地位の保護、犯罪の予防又は捜

査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずると認められる情報  

キ アからカまでに掲げるもののほか、法令又は条例の規定の定めるところにより、公開しな

いこととされ若しくは公にすることができないと認められる情報又は法律若しくはこれに基

づく政令の規定による明示の指示等により公にすることができないと認められる情報  

(2) 会議において、行政処分の妥当性に関して審議等を行う場合  

(3) 会議を公開することにより、円滑な議事運営が著しく阻害され、審議等の目的が 達成で

きないと認められる場合  

 

２ 公開の方法  

審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、次のとおり当該会議の傍聴を認めるこ

とにより行うものとする。ただし、傍聴による会議の公開が認められない場合は、会議録又は

議事の要旨を明らかにする書面（以下「会議録等」という。）を作成し、これを公開すること

によって行うものとする。  

(1) 審議会等において、あらかじめ傍聴を認める定員を定め、当該会議の会場に傍聴席を設け

るものとする。  

(2) 傍聴者に会議資料を配布するものとする。ただし、１(1)アからキまでのいずれかに該当

する情報が記録されているもの等については、この限りでない  

(3) 会議を円滑に運営するため、審議会等において、傍聴に係る遵守事項等を定め、会場の秩

序維持に努めるものとする。  

(4) 傍聴者は傍聴の遵守事項を守り、当該会議の議事進行を行う者の指示に従って、静穏に傍

聴するものとする。  

(5) 会議に関する報道機関の取材に対して配慮するものとする。  

 

３ 公開・非公開の決定  

(1) 審議会等の会議の公開又は非公開については、この指針に基づき、当該審議会等において

決定するものとする。  

(2) 会議の非公開の決定をした場合は、その理由を明らかにするものとする。  
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傍 聴 要 領 

 

こども・子育て支援会議 教育・保育部会 

 

１ 傍聴要領 

 ⑴ 会議を傍聴しようとする方は、会議の開催予定時刻までに、受付で住所及び氏名を

記入し、事務局の指示を受けて、会場に入場してください。 

 ⑵ 傍聴の受付は、先着順に行いますので、定員になり次第、受付を終了します。傍聴

定員は10名です。 

 

２ 傍聴者の遵守事項 

  傍聴者は、会場においては、次の事項を守ってください。 

 ⑴ はち巻き、たすき、ゼッケン、ヘルメットなどを着用しないこと 

 ⑵ 危険物、ビラ、プラカード、旗などを持ち込まないこと 

 ⑶ 飲食又は喫煙をしないこと 

 ⑷ 携帯電話、ポケットベルなどは、着信音などを出さないこと 

 ⑸ 写真撮影、録画、録音等は行わないこと。ただし、会議会長の許可を得た場合はこ

の限りでない。 

 ⑹ 会議開催中は、静かに傍聴することとし、発言、拍手その他の方法により公然と意

見を表明しないこと 

 ⑺ その他会場の秩序を乱し、又は、会議の支障となるような行為をしないこと 

 

３ 会議の秩序維持 

 ⑴ 傍聴者は、会場においては、会議会長又は事務局の指示に従ってください。 

 ⑵ 傍聴者が上記２の規定に違反したときは、これを注意し、なおこれを改めないとき

は、退場していただく場合があります。 


